
  

    

 

基本目標１ 確かな学力の定着 

主体的に学習に取り組む姿勢と、基礎的・基本的な知識や技能

及び思考力・判断力・表現力を養うことにより、確かな学力の定

着を図ります。 

 

１ 問題解決能力向上のための授業づくり 

２ 少人数教育の効果的な活用  

３ ＩＣＴを活用した教育の充実・発展 

４ 外国語活動・英語教育の充実 

５ 遊びを通しての「学び」の充実 
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１ 問題解決能力向上のための授業づくり 

◆ ねらい  

基礎的・基本的な知識及び技能の確実な定着を図るとともに、身に付けた知識及び技能を

基に情報を収集したり、他者と協働的に課題解決したりする授業を推進することで、子ども

の問題解決能力の向上を図ります。 

授業改善にあたっては、子どもの学力の実態把握と分析に基づく授業づくりを推進すると

ともに、「問題解決能力向上のための５つのプロセス（四日市モデル）」※ １等を活用するこ

とで、多様な学び合いや言語活動（説明、討論、記録、要約など）を充実させます。 

また、家庭と連携した家庭学習の定着によって確かな学力の定着を目指します。 

※１ 四日市モデル…本市が掲げている問題解決能力向上のための５つのプロセス「問題の理解」「解

決のための見通し」「問題解決」「解決方法の共有」「さらなる気づき・活用」のこと。 

◆ 取組指標とその評価  

※２ 活用推進協力校…「５つのプロセス（四日市モデル）」に基づいた授業研究を行い、その成果と

課題を明らかにする学校である。令和２年度からは、国のＧＩＧＡスクール構想の推進に基づき、

「５つのプロセス（四日市モデル）」をさらに発展させた形で、ICT 活用した授業づくりおよび授

業研究を行う「ICT 活用推進校事業」（令和２年度は小学校３校）を行っている。 

 ○ 取組指標① 

令和３年度は、「四日市モデル」と「ＩＣＴ活用」をリンクした活用推進校（ＩＣＴ

活用実践推進校）を小学校３校（水沢小学校、河原田小学校、大矢知興譲小学校）に加

え、中学校２校（橋北中学校、西朝明中学校）設定し研究を進めたため、推進校の数が

５校となっています。 

○ 取組指標② 

「問題解決能力向上のための授業づくりガイドブック２」（以下「ガイドブック２」）

で、四日市モデルの活用例を挙げて啓発したことで、目標値に達しました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

取組指標 
現状値 

H27 
H2８ H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ３ 目標値 

① 「 問 題 解 決 能 力 向 上

の た め の 授 業 づ く り ガ

イ ド ブ ッ ク 」 活 用 推 進

協 力 校 ※ ２ の 数 （ 校 ）  

５ ５ 
５ 

延べ 

10 

５  
延べ 

１５ 

５ 
延べ 

２０ 

３ 
延べ 
２３ 

５ 
延べ 

２８ 

５ 年 間 で 
延 べ 

25 校 

② 「 四 日 市 モ デ ル 」

を 指 導 案 に 位 置 付

け 、 授 業 研 究 を 行 っ

た学校数（校） 

－ ２３ ３７ ４４ ５９ ５９ ５９ 
全 小 ･ 
中 学 校 

（ 59 校 ） 

H30 までは全 60 校、R1 からは全 59 校 

※「問題解決能力」とは  
 本市では、「問題解決能力とは、解決の道筋がすぐには明らかでない

問題に対し、身に付けた知識・技能や収集した情報、体験等を活用し、

問題を解決していく力」と定義しています。日々の授業で、問題解決的

な学習に取り組むとともに、「確かな学力（知）」「豊かな人間性とコミ

ュニケーション能力（徳）」「健康・体力（体）」を教科・領域等横断的

にバランスよく育むことにより、子どもたちは自分で学習する力を身に

つけ、社会人になっても通用する問題解決能力の養成を図ります。  

  四日市モデル 
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１．基礎的・基本的な知識・技能の定着 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

本市では、全国学力・学習状況調査問題の趣旨を踏まえ、平成２５年度１月から、以下

の４つの取組を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）令和３年度全国学力・学習状況調査より（調査対象：小学校６年生、中学校３年生）  

小中学校４教科すべてにおいて、全国平均以上または同等の結果でした。各教科

の調査問題の結果から課題を以下のように捉えています。  

国 
 

語 

小学校 

県平均以上、全国平均と同等という結果でした。「漢字」や「主語と述

語」など、基礎的・基本的な力については良い結果でしたが、「自分の主

張が明確に伝わるように、文章全体の構成や展開を考える」力に課題が見

られました。 

中学校 

県平均以上、全国平均と同等の結果でした。「文脈の中における語句の

意味の理解」について課題が見られました。 

算
数
・
数
学 

小学校 

県平均以上、全国平均と同等という結果でした。「面積の求め方」に課

題が見られました。 

中学校 

県平均以上、全国平均を上回る結果となりました。「問題解決の方法を

数学的に説明する」力が良い結果でした。  
以上のような結果等を受け、詳細な分析冊子「令和３年度全国学力・学

習状況調査結果の分析」を作成しました。 

※分析冊子は、本市ホームページに掲載しています。  
  https: //www.city.yokkaichi .lg . jp /www/contents/1598234544188/index.html 
また、結果や課題を踏まえて、具体的な授業改善の方向性や指導方法等を各学校に提

示しました。  
さらに、課題となっている資質・能力に合わせた問題集を作成し、各学校に配付しま

した。 

【取組１】本調査問題の活用 

・全教員で問題を分析して授業改善の視点を明確にしたり、問題を再活用して課題

の解消につなげたりする。 

【取組２】本調査趣旨等を踏まえた授業改善 

・｢言語能力｣や｢知識及び技能を活用する力｣の育成を目指した授業を推進する。 

（例）考えを筋道立てて説明する、目的等に合わせて文章をまとめる、複数の情

報を比較して考える等。 

 ・調査結果の分析から自校の強み・弱みを把握し、授業改善につなげる。 

【取組３】学習習慣の確立と学力補充の充実  

・宿題の工夫、家庭学習の定着、学校での補充学習の充実を図る。 

【取組４】継続的な学び 

・学年間及び小中間が連携した取組を実施する。 

https://www.city.yokkaichi.lg.jp/www/contents/1598234544188/index.html
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（２）令和３年度全国学力・学習状況調査 児童・生徒質問紙について 

    

 

＜家で、自分で計画を立てて勉強をしていますか＞    

【小学校】                   【中学校】 

 

 

 

 

 

 

 

以上の通り、小・中学校ともに「家で、自分で計画を立てて勉強をしていますか」と

いう質問に対して、肯定的回答（当てはまる・どちらかといえば、当てはまる）が全国

平均を上回っています。 

本市においては、小学校で「家庭学習の手引き」、中学校で「シラバス（年間指導計

画）」を配付し、学校で学習したことを家庭で復習することで習熟・定着できるように

しています。このようなサイクルを毎日続けることで、次の学習への意欲を高め、自分

で学習時間を創り出そうとする気持ちを育てていくことができると考えます。 

 

（３）第１回みえスタディ・チェック結果より 

※ 三重県の平均正答率を１００としたときの本市の正答率の割合 

小学校 国語 算数 理科 

第４学年 ９４．７ ９５．１  

第５学年 ９８．０ ９６．０ １０１．０ 

 

中学校 国語 数学 理科 

第１学年 ９６．６ ９７．４ １０２．６ 

第２学年 ９８．９ ９８．０ ９９．２ 

 

◆ 今後の方向性 

○ 今後も、全市的な課題については、学力向上研修会等において全校に対し、指導・

助言を行うとともに、三重県教育委員会や各教科の研究協議会との連携を強化し、課

題の改善に取り組みます。 

○ 各学校の課題に対しては、指導体制を見直し、指導の改善・充実を働きかけたり、

各学校に訪問指導したりします。さらに、全国学力・学習状況調査結果や具体的な取

組を各学校の学校だよりやホームページ等で発信し、学校・家庭・地域が共通した認

識をもって、学力向上の取組を進めるよう働きかけます。 

○ 各中学校区において、小中の系統性を意識した授業改善や指導方法の共通理解を進

めることで、確かな学力の育成を図っていきます。 
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２．言語活動の充実 

◆具体的な施策の現状と課題 

（１）小中学校における取組状況 新プロ１ 

国語科を中核にして確かな言語能力を育成するためには、ねらいに応じた言語活動を

設定し、子どもたちの実態に合わせて系統的に指導していくことが大切です。 

学校訪問の際には、授業の中で設定されていた言語活動が子どもたちの資質・能力の

向上や主体的・対話的で深い学びにつながっていたかを検証し、指導・助言を行いまし

た。 

令和３年度は、新型コロナウイルス感染症によって、学習発表会や学校・学年集会な

どの行事等が例年どおりの方法で実施できないことがありましたが、各校において感染

症対策を工夫しながら、児童生徒が言語表現する場を設定しました。 

 

（２）令和３年度全国学力・学習状況調査 児童・生徒質問紙より 

以下の質問について、全国と比較して小中学校ともに肯定的回答の割合が高くなって

います。また、平成３０年度からの経年で見ても、小中学校ともに肯定的な割合が高く

なっていることが分かります。 

本市では、各学校において校内の言語環境の整備を進めてきました。また、各教科に

おいて、「文章や資料を読んで自分の考えをまとめ表現する」「観察や調査の結果を記述

し報告する」「日常生活で感じ取ったことや考えたことを伝え合う」など、様々な言語

活動を教科等横断的に取り入れてきました。そのような取組が結果につながっているも

のと考えています。 

 

 

 

＜５ 年 生ま で に受 け た授 業で （ １、 ２ 年生 の とき に受 け た授 業 で）、 自 分の 考え を 発表 す る機 会 では 、

自分の考えがうまく伝わるよう、資料や文章、話の組立てなどを工夫して発表していましたか＞  

【小学校】                  【中学校】  

 

 

 

 

  

     

 

  

 

（３）論理言語力検定（リテラス）実施状況について 

リテラスは、社会で活躍するために必要な言語能力を３つの領域（「語彙運用力」「情

報理解力」「社会理解力」）で測定するものです。令和３年度から全中学校３年生で、リ

テラスを実施しました。３級が、中学校卒業までに基本的に身に付けておきたい資質・

能力レベルとされており、本市の３級合格相当の割合は、７４．９％でした。  
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◆ 今後の方向性 

○ 「言語活動の充実」においては、言語活動の設定を目的とするのではなく、その活

動を通して各教科の目標を実現すること、さらに子どもの言語能力を育成することが

重要です。そのため、言語活動の中でどのような言語能力を身に付けさせるのかを明

確にして、単元や授業を進めていきます。 

○ また、日々の教育活動の中で「書くこと」を習慣化したり、表現する場を設定した

り、タブレット端末等を有効活用したりするなど、言語を使いこなす機会を大切にす

ることで、子どもたちの言語能力を高めていきます。 

  ○ リテラスを活用し、授業改善へつなげ、新教育プログラムの効果を高めていきます。  
 

３．「四日市モデル」を活用した授業づくりとＩＣＴ活用 

 ◆ 具体的な施策の現状と課題 

  これまでの啓発等により「５つのプロセス（四日市モデル）」を意識した授業改善は

定着してきました。 

児童生徒の１人１台タブレット端末の導入に伴い、「ＩＣＴ活用」と「四日市モデル」

のリンクがより重要となってきたことから、教職員のＩＣＴ活用指導力のさらなる向上

が急務です。令和２年度に引き続き、今年度も市立小中学校５９校を対象にＩＣＴ活用

力向上研修を行いました。 

（１）ＩＣＴ活用実践推進校事業（令和３年度は小学校３校 中学校２校 ３年間の指定） 

「四日市モデル」と「ＩＣＴ活用」とのリンクを意識した研究に取り組みました。 
 
活用推進校名 研修主題 

水沢小学校  「相手に伝え、聴きあう授業づくりを目指して  
～ＩＣＴの効果的な活用～」≪２年次≫  

河原田小学校 
「基礎的能力」を養い、学び合える力（学び力）の育成 
～ＩＣＴを活用した子どもが探究する課題づくり～≪１年次≫ 

大矢知興譲 
小学校 

「主体的に学ぶ子どもの育成」  
  ～対話を通して多面的に考察し、  

自分の考えや思いを表現できる子をめざして～≪２年次≫  

橋北中学校 
「『ふれて・みて』みんなで学ぶＩＣＴ活用」   
～自ら学び、自ら考え、仲間とともにお互いを高め合える生徒の育
成～≪１年次≫  

西朝明中学校 
「ＩＣＴ機器の活用を取り入れた授業改善～学び合い、支え合い、
粘り強く取り組む生徒の育成～」≪１年次≫ 

（２）市立小中学校教職員に研究内容を公開（授業研究会の実施） 

ＩＣＴ活用実践推進校５校とも、オンラインにて授業を公開しました。また、学識経

験者から全国の先進的な事例などの助言をいただき、１人１台タブレット端末の活用方

法を含めた今後の方向性について、具体的なご示唆をいただきました。 

 

◆ 今後の方向性 

今後は、児童生徒が１人１台端末を鉛筆やノートといった文房具と同じような学びの

ためのツールとして活用していく必要があります。 

そのために「四日市モデル」の中で、タブレット端末の活用を位置づけ、情報活用能

力を高めるとともに問題解決能力の育成を目指します。 
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２ 少人数教育の効果的な活用 

◆ ねらい 

子どもたちの問題解決能力や学力の向上を目指し、ティーム・ティーチングや習熟度

別指導等の指導方法を取り入れるなど、少人数教育の効果的な活用に努めます。 

また、学級規模を小さくすることにより、児童生徒の学級や学校生活への適応を図り、

「小１プロブレム」「中１ギャップ」の解消を目指すとともに、基礎学力の定着、学習規

律の確立を目指します。 

◆ 取組指標とその評価 

取組指標 
現状値 

H27 
H2８ H29 H30 Ｒ1 Ｒ２ Ｒ３ 目標値 

学級集団編制を工夫

し少人数指導を実施

した学校数（校） 
－ ６０ ６０ ６０ ５９ ５９ ５９ 

全小中学校 

（５９校） 

全校において、教室を分けた少人数指導やティーム・ティーチング、過密学級を解消す

るための学級編制等、子どもの実態に応じた少人数教育を実施しています。 

今後も、単元のねらいや子どもの実態等に合わせた効果的な少人数教育を進めるととも

に、小学校においては令和４年度から本格実施となる高学年一部教科担任制と組み合わせ、

子どもたちに確かな資質・能力を育んでいきます。 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

（１）小学校及び中学校における３０・３５人以下学級編制の実施 

小学校１～３年生と中学校１年生では、よりきめ細かな指導を行う目的から、１学

級あたりの人数を少なくした三重県の「みえ少人数学級」などの措置を行っています。 

さらに、本市独自に、小学校１年生と中学校１年生においては、「３０人学級(下限

なし)」を実施しています。 

これらの施策によって、学級の児童生徒数が小規模となり、子どもの成長や発達段

階に応じたきめ細かな指導を行うことが可能となっています。 

 

（２）少人数編制による指導体制の充実 

国から配置された加配教員と、市単独で配置した非常勤講師等を活用した少人数教

育を、小学校３７校、中学校２２校のすべての学校で実施しました。 

小学校では、算数科を中心に少人数指導を取り入れています。単元や授業のねらい、

学校・子どもの実態等に応じて、ティーム・ティーチング、学級（学年）を複数集団に

分けた少人数指導、習熟度別少人数指導などを行っています。また、外国語科では英語

専科教員と担任等とのティーム・ティーチングによる指導を行っています。中学校では、

２・３年生の数学科や英語科を中心に少人数指導が取り入れられています。 

また、加配教員を活用して、１学年の学級を増やし学級集団の規模を小さくしている

学校もあります（加配学級）。 

 

 

H30 までは全 60 校、R1 からは全 59 校 
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＜令和３年度少人数指導実施状況 中学校 22 校中 教科別実施校数＞ 

  国語 社会 数学 理科 英語 音楽 美術 
技術

家庭 

保健 

体育 
道徳 総合 

中１ ２ １ ７ １ ５ ４ １ ０ １ １ ４ 

中２ ４ １ １４ ０ １１ ３ ０ １ ４ １ ４ 

中３ ３ １ １５ １ １３ ３ ０ ０ ４ １ ４ 

 

 

  

 

 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

各校においては、三重県教育委員会が作成した「効果的な少人数指導推進ガイドブッ
ク」（「効果的な少人数指導推進ガイドブック vol.４」、令和３年３月）等を参考にしな
がら、算数・数学を中心に少人数指導が進められています。 

その結果、令和３年度全国学力・学習状況調査において、本市の算数・数学は、全
国平均と同等以上の結果でした。また、児童生徒質問紙においても、「算数・数学の授
業の内容はよく分かりますか」の項目で、小中学校ともに肯定的な回答の割合が全国平

均を上回っています。 
少人数指導実施状況や児童生徒質問紙の結果から、算数・数学で効果が高く、少人

数指導の必要性が高いといえます。また、１人１台学習者用タブレット端末の活用によ

り、児童生徒一人一人の学習状況に応じて、学習を進めることができ、少人数指導の効
果を高める１つの手段として検証を進めていきます。 

＜算数・数学の授業の内容はよく分かりますか＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市が進める問題解決能力向上のための授業づくりでは、指導者が一人一人の子ど
ものつまずき等を的確に見取り、既習事項を想起させたり、友だちの考えとつなげたり
して、子どもたちを主体的・対話的に学ばせることが大切です。そのためには、指導者

一人が見る人数の少ない少人数教育は、今後も維持すべき体制であると考えています。 

◆ 今後の方向性  

○ これまで積み上げてきた少人数教育の効果的な活用を継続するとともに、小学校で

は、３５人学級による児童一人一人にきめ細やかな指導や支援、また、交換授業※ １

を含めた一部教科担任制を織り交ぜながら、子どもたちの学力の向上に向けた取組を
進めていきます。 

※１ 交換授業･･･学級担任が互いの合意に基づいて、それぞれの学級で１つ以上の教科等の授業を 

交換して行う授業形態。 

＜令和３年度少人数指導実施状況 小学校 3７校中 教科別実施校数＞ 

  国語 社会 算数 理科 生活 音楽 図工 家庭 体育 道徳 
外 国 語 活 動  

外 国 語  
総合  

小１ ７   ８    ２  ０ ０   ３  ０     

小２ ９   １１   １  ０ ０   ３  ０     

小３ ６ ２ ２８ ６   ０  １   ２  ０ ３ １ 

小４ ５ １ ３６ ３   ０  １   １  ０ ３  ２  

小５ ４ ２ ３３ ６   ０  １ ０ ２ ０ ３７ １ 

小６ ４ ２ ３３ ５   ０  １ ０ １ ０ ３７ １ 

 

【小学校】 【中学校】 



 

 

１ 

３ ＩＣＴを活用した教育の充実・発展 

◆ ねらい   

子どもたちがＩＣＴを活用して、自らの考えを表現し、互いに学び合う主体的で対話

的な学習を推進することで、問題を解決する力を育成するとともに、子どもたちの実践的

な情報活用能力（情報モラルを含む）の向上とプログラミング的思考の育成を図ります。 

 

◆ 取組指標とその評価  

※  Ｒ ３ 年 度 の 内 訳 ： 情 報 化 推 進 リ ー ダ ー 養 成 講 座 （ ７ 回 実 施 ）、 ネ ッ ト モ ラ ル ・ セ キ ュ リ テ ィ 研 修

（１回実施）、初級ＩＣＴ活用研修（中止）、プログラミング教育実践研修（中止） 

教職員研修では、情報化推進リーダー養成講座を新たに設け、著名な講師による先進

的な取り組みや授業設計の講義を受講するだけでなく、Ｗｅｂ会議システムを利用した

各校の授業実践の交流会を３回行いました。一方、新型コロナウィルス感染症の影響で、

夏季休業中に予定していた一部の研修を中止としたほか、９月に実施したオンライン学

習を通して、学校・家庭をシームレスにつなぐツールとして、クラウドサービスの利便

性を確認しました。２学期以降、指導主事が各校に訪問して、クラウドサービスを体験

しながら具体的な活用方法を学ぶ出前研修を実施しました。 

今後も、1 人１台タブレット端末を活用した学習活動の充実と子どもたちの情報活用

能力の育成を目指すとともに、学校全体のＩＣＴ活用を推進できる人材を養成していき

ます。 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

本市では、年度当初から１人１台タブレット端末

の環境を整えてＩＣＴを活用した授業を実施してき

ました。また、オンライン学習中にはＩＣＴ環境が

整わない家庭向けに、Wi-Fi ルータの貸し出しを行

い、緊急時における家庭でのオンライン学習環境を

整備しました。 

ＩＣＴ活用実践推進校として、小学校３校（水沢

小学校・河原田小学校・大矢知

興譲小学校）に中学校２校（橋

北中学校・西朝明中学校）を加

え、授業でのＩＣＴの活用につ

いて研 究お よび 授業 公開を 行

い、外部講師による助言及び講

演会を行いました。 

取り組み指標 
現状値 

H27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ３ 目標値 

Ｉ Ｃ Ｔ の 効 果 的 な 活 用
事 例 の 紹 介 を 行 う 、 市
教 委 主 催 研 修 会 の 実 施
回数（回） 

３ ３ ４ ５ ７ １１ ８  ５ 回  

令和２年度ＩＣＴ活用調査の結果 

ICT を活用した授業（小学校） 

164147159184
185

504 

709

140時間

240時間

340時間

440時間

540時間

640時間

740時間

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

月当たりの学校使用時間（平均）

ICT を活用した授業（中学校） 

ICT 活用調査結果 
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 １人１台タブレット端末を効果的に活用し、子どもたちの力を最大限に引き出すために

は、教員のＩＣＴに関する指導力向上が大切です。また、指導者が、児童生徒につけなけ

ればならない力を明確にしたうえで、「一斉学習」「個別学習」「協働学習」を柔軟に選択

し、新学習指導要領が示す「問題解決能力」や「情報活用能力」等を育成するための「主

体的な学び」「対話的な学び」を実現できるよう研修を進めていく必要があります。 

◆ 今後の方向性  

○ 授業等におけるＩＣＴ活用の推進 

互いに学び合う協働的な学習による問題解決能力の育成や、基盤的な学力の確実な

定着、さらには児童生徒一人一人の能力や適性に応じた学びを実現するために、より

効果的なＩＣＴの活用方法、活用事例を紹介していきます。また、ＩＣＴ活用実践推

進校である小学校３校、中学校２校において、授業等でのＩＣＴ活用の実践・研究を

引き続き行い、具体的な活用方法や研究成果を市立小中学校へ広めていきます。 

 ○ クラウド上のサービスの活用促進 

   １人１台タブレット端末を、学校と家庭のシームレスな学習に使用するため、

Google クラスルームなどのクラウドサービスを活用していきます。また、個別学習

支援ソフトウェアを授業だけでなく家庭でも利用し、児童生徒一人一人に応じた家

庭学習を進め、学習習慣の定着を図ります。 

 ○ 教職員のＩＣＴ活用指導力の向上 

ＩＣＴコーディネータ研修会、夏季教職員研修会だけではなく、情報化推進リーダ

ー養成講座も引き続き開催し、各学校でＩＣＴ活用の中心的な役割を担う人材を育成

していきます。また、授業での活用例や操作方法を紹介するＩＣＴ活用メールを全教

職員に定期的に発信します。 
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４ 外国語活動・英語教育の充実 

◆ ねらい  

グローバル化する社会において、自らの思いや考えなどを積極的に発信する異文化コ

ミュニケーションを促進するため、ネイティブの英語指導員と接しながら、教室で英語を

使うための環境づくりと指導体制を確立し、外国語活動及び英語教育の充実を図ります。 

◆ 取組指標とその評価 

取組指標 
現状値 

H27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ３ 目標値 

① 小 学 校 ５ ・ ６ 年 生 に お い

て 英 語 専 科 教 員 に よ る 授 業

を 導 入 し た 学 校 数 （ 校 ）  

－ ２ １２ ３８ ３７ ３７ ３７ 
全小学校 
(３７校)  

② 「 CAN— DO リ ス ト ※ 」

を 設 定 し 、 シ ラ バ ス を 配 付

す る な ど し て 公 表 し た 中 学

校 数 （ 校 ）  

２ １ ４ ９ １１ ２２ ２２ 
全中学校 
(２２校)  

※「CAN—DO リスト」…文部科学省が推奨している英語科における学習到達目標 

○取組指標① 

平成３０年度以降、全小学校に英語専科教員を配置し、英語専科教員を中心とした

英語指導体制を構築しています。 

○取組指標② 

全中学校が、４技能５領域での「CAN―DO リスト」を作成しています。「CAN―DO リ

スト」については、シラバスや学校ホームページ等への掲載や、授業内での生徒との

共有など、各校で公表を進めることができました。 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

（１）小学校における取組 

日々の授業では、高学年において、原則、英語専科教員と学級担任によるティー

ム・ティーチング（以下「ＴＴ」）による授業を実施しました。担任と英語指導員

（以下「ＨＥＦ※ １」）によるＴＴを年間で、１・２年生では３時間程度、３・４年生

では、９時間程度、５・６年生では、１８時間程度実施し、児童が言語や文化を体験

的に学べるようにしました。 

また、より専門的に英語を学ぶことができる機会として、小学校６年生の希望者

を対象に「英語キャンプ」を開催しました。令和３年度は、新型コロナウィルス感染

拡大防止の観点から、昨年度に引き続き、オンラインで実施し、市内４１名の小学６

年生が参加しました。ＨＥＦ１名と児童３名のグループをつくり、自己紹介やクイズ

大会などの活動を行いました。 

（２）中学校における取組 

令和３年度は、入国制限のため来日が遅れていた四日市市英語指導員（以下「ＹＥＦ
※ 2」）が来日することができ、１６名体制となりました。それにより、各校でのＹＥＦ

の授業時間数が増え、生徒が生の英語に触れる機会を充実させることができました。 

令和３年度も、すべての学年で英検ＩＢＡ※ ３を実施し、生徒の英語学習を支援し

ました。３年生では、３級レベル・３級レベル以上の合計が５５．２％と、国の指標

である５０％を超えています。また、１年生では、分野別平均正答率において、「リ

スニング」が８５．１％という結果になりました。本市では、令和元年度から、小

学５・６年生の英語の授業を７０時間実施しており、小学校で聞く・話す活動を多く

経験してきていることが、このような結果につながったと考えられます。一方で、全

ての学年で、「読解」の分野については、課題が見られました。 

H30 までは小学校全 38 校、R1 からは小学校全 37 校 
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 （３）新教育プログラムにおける取組 新プロ３ 

  ＜小学校＞ 

・あすなろう鉄道・三岐鉄道プロジェクト 

     小学６年生が、あすなろう鉄道あすなろう四日市駅と三岐鉄道山城駅・暁学園前駅

で、その沿線の施設について英語でアナウンスをするプロジェクトです。令和３年度

は１６校が参加しました。 

＜中学校＞ 

・四日市プロジェクト 

    自分たちの故郷を英語で紹介できるようにすることを目的としたプロジェクトで

す。四日市について紹介した定型文を、授業で定期的に練習します。さらに、オリ

ジナルの内容を加えたり、言い換えたりして発展的に学習します。令和３年度は、

市内共通のパフォーマンステスト※ 4 で本プロジェクトを活用し、全ての中学校で実

施しました。 

・四日市・ロングビーチビデオ交流プログラム 

    昨年度に引き続き、姉妹都市であるロングビーチの

Rogers Middle School と西笹川中学校との交流を行いま

した。昨年度は、ビデオによる交流でしたが、令和３年

度は、オンラインでの交流を行いました。西笹川中学校

３年生の有志と Rogers Middle School のアジアアメリカ

文化遺産クラブの生徒が、事前に送付されたビデオを見

て、感想を言ったり、質問したりしました。好きな食べ

物や本、部活動、それぞれの市の魅力についてなどを互いに紹介しました。生徒か

らは、「日本とアメリカの文化の違いに驚いた。」「もっと英語を話せるようになり

たいと思った。」といった感想がありました。 

◆ 今後の方向性 

○ 教室で英語を効果的に学ぶ環境の整備 

引き続き、全校に英語専科教員を配置して、教科指導の専門性を持った教員によ

るきめ細かな指導の充実を図ります。小学校高学年一部教科担任制実施に伴い、英語

専科教員の専門性をより高められるよう研修会等の充実に努めます。また、ＨＥＦも

６名派遣し、児童が生の英語に触れる機会を充実させます。 

中学校では、全学年で英検ＩＢＡを実施し、グローバル化に対応できる英語力の

測定を行い、学習の成果の確認や目標設定など、英語学習に対して支援を行います。 

今後も、ＹＥＦ１６名体制を維持し、英語担当教員とＹＥＦによるＴＴ授業の充

実及び授業内外での英語学習環境の整備に取り組みます。 

○ 異文化理解を図り、国際的な視野を広げる機会の提供 

小学校では、「英語キャンプ」を継続して実施し、学校や年齢を超えた交流を行う

中で、体験活動を通した英語コミュニケーション能力の育成を図ります。 

 ○ 新教育プログラムにおけるコミュニケーション能力の育成 

引き続き、小学校ではあすなろう鉄道・三岐鉄道プロジェクトを、中学校では四

日市プロジェクト、四日市・ロングビーチビデオ交流プログラムを行い、児童生徒の

英語で地域発信する力を育てます。 

 
※１ Haken English Fellow の略。本市で直接雇用していない英語指導員。派遣業者による英

語指導員を小学校に派遣している。 
  ※２ Yokkaichi English Fellow の略。本市で直接雇用している英語指導員。姉妹都市提携を

しているアメリカのロングビーチ市出身の英語指導員と国の「語学指導等を行う外国青年
招致事業（JET プログラム）」により採用している英語指導員を中学校に派遣している。 

  ※３ 日本英語検定協会が開発した「読む」「聞く」の２技能の判定テスト 
  ※４ ＹＥＦと生徒との１対１のスピーキングテスト 

オ ン ラ イ ン 交 流 の 様 子  
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５ 遊びを通しての「学び」の充実 

◆ ねらい  

幼児が主体的に自己を発揮し、好きなことや楽しいことに集中し、夢中になり、遊ぶこ

とを通して総合的に学んでいくための環境構成を進めます。 
また、園での遊びについて、「学びの芽生え」から「自覚的な学び」へと意識できるよ

うな活動を計画し、小学校との円滑な接続を図ります。 

◆ 取組指標とその評価  

取り組み指標 
現状値 

H27 
H28 H29 H30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ 目標値 

遊 び を 豊 か に す る
た め の 実 践 研 究 ※ を
行った園数（園） 

－ ６ ６ ６ ６ － ６  
全 公 立 幼 稚 園 ・

こ ど も 園  
（ 2１ 園 ）  

※実践研究…公開保育を実施し「遊びを通しての学びの充実」に関して指導と評価の推進を図る 

令和３年度は、新型コロナウイルスの感染が収束していた時期に、予定の半数の園が、

参加人数を制限して公開保育を行いました。事後研修は、遊びの写真を共有しながら、幼

児の育ちやその過程での学びを見取ったり、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」と

照らし合わせたりして、オンラインで行いました。 

令和４年度も、引き続きコロナ禍における感染対策を重視しつつ、研修方法を工夫しな

がら、個々に必要な保育者の関わりや環境設定について学び合っていきます。  

 
◆ 具体的な施策の現状と課題 
 
（１）幼児期にふさわしい経験・体験の充実 

〇豊かな感性や表現する力を養う 新プロ１  

・園での遊びや生活の中で、人との関わり、自然との関わり、もの  
との関わり、生き物との関わりなど、様々な環境に主体的に関わ  
り、多様な経験ができるように、各園が工夫して環境設定を行い  
ました。  

・遊びの中で、保育者が一人一人の思いや考えに耳を傾けたり、遊  
びの中で、「面白い」「楽しい」など感動を共有し、言葉や表情で  
気持ちを伝え合ったりしたことで、幼児が自分の思いを素直に表  
現するようになってきました。また、毎日の絵本の読み聞かせを  
通して、感情や想像力が豊かになり、ごっこ遊びや劇遊びにつな  
がっていきました。  

・学校教育ビジョンアンケートでは、９８％の保護者・教職員が「自  
 分の思いを体や言葉で表現するようになった」と回答しています。  
・１年を通してマスクを着用していたため、声が聞こえにくかったり、 

表情が読み取りにくかったりすることがありました。できるだけ体 

も使って感情を伝えるなど、工夫しながら取り組んできました。 

  落 ち 葉 で の ベ ッ ト
作 り を 楽 し み 、 感
動を共有する                

絵本に親しみ言葉 

に対する感覚を豊 

かにする                    

お 面 を つ け 役 に な

り き り 表 現 す る こ

とを楽しむ                       
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体力がついたと思いますか（％）

〇体を動かす楽しさや心地よさを味わう 新プロ４ 

・昨年度に引き続き、新型コロナウイルス感染拡大に伴い、自宅で過ごす時間が増え

たため、園にいる時間は、できるだけ体を動かして遊び、心身ともに開放した気

分を味わえるように心がけてきました。幼児の興味の広がりに沿って展開する

様々な活動を通して、十分に全身を動かし、多様な動きが経験できるような遊び

を取り入れ、楽しく体を動かす時間を確保してきました。 

・学校教育ビジョンアンケートでは、９８％の保護者・教職員が「（子どもが）体を

動かして遊ぶことが好きになった」、９９％の保護者が「体力がついた」と回答し

ています。 

・コロナ禍で幼児同士の遊びを分散したため、遊びが発展しにくいこともありました。

また、接触をできるだけ避けるため、幼児同士のふれあい遊びやスキンシップが

とりにくいと感じることもありましたが、遊び方を工夫していくことで、より遊

びのバリエーションが増えました。 

 

  

 

 

 

 

＜学校教育ビジョンアンケート＞の結果(２１園)   

そ う 思 う         お お む ね そ う 思 う   

  あ ま り そ う 思 わ な い    全 く そ う 思 わ な い  

  

  

 

 

 

〇考えたり試したりする力を養う 新プロ２ 

・体験を通して、幼児期の発達に即して「主体的・対話的で深い学び」が実現するよ

うに、好奇心豊かに試行錯誤して実体験を積み重ねていくことを大切にしながら

取組を進めてきました。学校教育ビジョンアンケートでは、９６％の保護者・教

職員が「自分で考え自分で行動するようになった」、また９９％の保護者が「遊び

を試したり工夫したりして遊ぶようになった」と回答しています。 

・幼児が何に興味を持っているのか、何を実現しようとしているのかなど、同じ活動

でも、環境の受け止め方や見方、環境への関わり方が異なるため、保育者は幼児

の発達の姿や内面を理解することに努め、発達の課題に応じた環境を設定し、指

導することに努めています。 

 

フープなどを使い色々な 
動きを楽しむ  

バトンを持ち繰り返し走る 
ことを楽しむ                            

自然と関わりながら遊ぶ 
                          

82.5

66.9

15.5

31.5

2

1.6
３年度 保護者

３年度 教職員

体を動かすことが好きになりましたか（％）
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〇家庭・地域との連携 

・家庭との連携に関しては、保護者参加の行事や送迎時などの機会を利用して、遊び

の場面の写真を掲示するなどして、幼児期の教育に関する理解が深まるようにし

ています。また、地域の自然、人材、行事や公共施設などの地域の資源を積極的

に活用し、より豊かな生活体験を得られるようにしています。今年度は新型コロ

ナウイルス感染拡大のため、時期をみて、人数制限や時間短縮等必要な感染対策

を講じて様々な行事を実施しました。 

  
  

 
 
 
（２）遊びを通した学びの研修・研究の推進について 

〇幼児の発達に応じた教育課程の編成、実施、評価、改善の推進 

・毎日の幼児の姿や保育者の関わり、その後の変容などを記録として残すことは

幼児の発達を理解するためには大切なことです。多面的に幼児を捉え、幼児理

解を深めたり、保育者の思いに気付いたりすることにつながります。保育者は、

日々の記録から一人一人の幼児の姿を捉え直し、環境を再構成するなど保育を

見直し改善することに努めています。 

・令和３年度は、前年度に作成した『遊びを通した学びの実践事例集』に基づい

た研修や、指導計画・保育日誌の重要性についても研修を進めました。参加者

からは「実践している保育を１０の姿に照らし合わせ、様々な角度から幼児の

育ちを捉えることができるよう、保育の力量を高めていきたい。」といった感

想がありました。また、写真や動画を使ったオンライン研修を通して、同じ遊

びの場面を参加者が共有したことで、幼児理解を深めることができました。 

◆ 新型コロナウィルス感染症に伴う取組の状況について  

〇感染症対策を講じた日々の保育 

「学校の新しい生活様式」や「感染防止ガイドブック」に基づき感染対策を講じ

主体的・対話的で深い学びの実現                           
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たうえで、次のような保育を行いました。 

・家庭で毎朝体温を測定し健康チェック表に記入してもらうと共に、健康状態を把握し、

三密回避、ソーシャルディスタンスの意識付け、必要な場面でのマスク着用などを行

い、安心して園生活が過ごせるようにしました。 

・保育室の遊具・物品の消毒を実施し、空調設備を活用して常時換気を行いました。ま

た、遊びのコーナーの分散設定や、幼児同士が向かい合わないような遊具の配置の工

夫を行いました。 

・丁寧な手洗い・うがいを推奨し、食事中の飛沫防止対策についたてを使用し、黙食を

促しました。 

・行事については、参加人数の制限、時間短縮など、保護者の方の理解と協力を得なが

ら、配慮、工夫し実施しました。 

〇臨時休園期間の状況 

・生活習慣・健康管理のチェックシートを配布し、生活リズムの定着を図りました。 

・ホームページに、遊びの紹介や園での飼育物や栽培物の様子などを掲載しました。ま

た、定期的に電話などで直接話すことで、幼児・保護者とのつながりを保ち、スムー

ズに園生活に戻れるようにしました。 

  

 

 

◆ 今後の方向性  

・幼児の主体的にかかわることができる豊かな環境は、幼児の興味・関心につながり、

さらなる工夫や挑戦する気持ちへと発展し、認知能力と非認知能力を育み、生きる力

の基礎を培います。環境の充実を図り、幼児の主体的・対話的で深い学びが実現する

ように研修を進めます。 

・遊びや生活の具体的な場面から、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を視点に

それぞれの幼児の発達や成長について今後も理解を深めていきます。また、具体的な

姿を小学校教員と共有化するなど、幼児教育と小学校教育とのより一層の接続を図り

ます。 

・新型コロナウイルス感染症に配慮しながら、公開保育を行い、遊びを通しての学びを 

 理解しながら一人一人に応じた関わりが実践できるよう、保育者の力量を高めていき 

ます。また、保育日誌や遊びの写真を用いた研修を行い、こども理解・保育者の関わ

り方・保育環境のあり方について学んでいきます。情報機器を活用した他園との共同

研修を行うなど、研修方法の工夫にも努めていきます。 

・四日市市の幼児教育の充実に向けて、令和５年４月に「四日市市幼児教育センター

(仮称)」を設置する予定です。最新情報を取り入れたり、実践的な研修を行ったりす

るほか、各園のニーズに合わせて園訪問を行うアウトリーチ型支援を行います。 

 

空調設備を活用し 

常時換気を行う 

ついたてを

置き、黙食 

間隔をあけて並ぶ 


